
【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

　研修時に配付する資料を、問合わせや不備の多い内容も考慮しながら変更や追加を行い、特
に注意を要するものについては、必要に応じてｃ－ｎａｖｉ等で周知を行う。

）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

林　文男

□環境関連　　□男女共同参画関連　　■情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

　伝票審査については、特段問題なく行われ、公金が執行された。また、監査委員会事務局が実
施する例月現金出納検査においても、会計課の審査に関して特段の指摘はなかった。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

614事 務 事 業 名 伝票審査事務

実 施 義 務
■義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
□任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

地方自治法
小金井市会計事務規則

担 当 部 担 当 課 会計課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

歳出の適正化 財政執行の適正化

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

公金を適正に執行するため。

公金の支払い等の伝票。

　各主管課起票の伝票を、執行日までの必要日数を勘案し、伝票や関係書類等の内容が適正であるか
どうかを、法令及び関係書類等に基づき審査を行う。

財政の健全化

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（
　公金を適正に執行するために次のことを審査する。①長の支出命令であること。②支出負担行
為が法令又は予算に違反していないこと。③債務が確定していること。

（
各主管課起票の伝票や添付書類の不備や間違えが、年度末・年度当初や担当者変更時に多
い。

（
　年１回職員課が行う研修会で経理実務研修を実施し、研修の内容や配付する資料について、
毎年見直し及び追加を行い現状に合わせた内容に改訂している。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

　伝票審査については、特段問題なく行われ、公金が執行された。 ）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

　
　各主管課起票の伝票や添付書類等について説明する際に、根拠法令等についてより分かりやすい説明を行うことが出来るよ
うに努めた。
　また、研修時に配付する資料を作成する際に、審査担当者間で内容の確認や調整を行い、情報の共有化を図りながら確認を
行った。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 1 1 1

経理事務研修の実施及び伝票に関するマニュアルの
改定

実績値 1 1

支出伝票等の審査件数 実績値 39530 40049指
標
１

活
動
量

支出伝票等の件数 件 目標値

成
果

経理事務研修の実施 回

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

468,996 514,481

当初予算額 469,000 484,500 543,500

決算額 468,996 514,481

32,200,000 31,150,000 25,500,000

106.19%100.00%

0

一般職員人件費 32,200,000 31,150,000 25,500,000

一般職員工数(人/年) 3.500 3.500 3.000

0

32,668,996 31,664,481 26,043,500

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

32,668,996.000 31,664,481.000 26,043,500.000

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 293.467 283.174 229.914

0 0 0

純支出額　C(A-B) 32,668,996 31,664,481 26,043,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

　近年は、定年退職者が多く発生していることに伴い、伝票事務に精通しているベテラン職員から新任職員への事務引き継ぎ
がスムースに移行しにくいため、年度替りに伝票ミスが増加傾向にあるとの説明であった。そのため、毎年、伝票事務担当者へ
の研修を行っているとのことであった。

　公金の執行をより適正に行うためには、伝票事務に関わる担当者全員が会計事務規則等の関係法令に精通し、確実な事務
執行を行う必要があり、継続してＣナビ等を利用した情報発信並びに担当者研修に努めることが大切である。

　このような状況を勘案すると活動量は、現状でよいと考える。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価


